【公認会計士・税理士による確認書面の記載例】

（別紙４）

	手続実施結果報告書（注
）



令和　　年　　月　　日
	経済産業株式会社

	取締役会御中（注
）


	確認者の名称
	印


私は、経済産業株式会社（以下「会社」という。）からの依頼に基づき、会社の作成した再生可能エネルギー電気卸供給約款に基づく料金分割支払い申請書兼誓約書（以下「申請書」という。）における、申請のために必要な平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日、平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日、平成○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日（注
）の３事業年度に関連する事項について、以下の手続を実施した。なお、当該手続は、一般送配電事業者による再生可能エネルギー電気卸供給約款以外の供給条件についての経済産業大臣への承認申請に基づく措置に関して、小売電気事業者が申請書に記載した次の記載内容のみを対象として確認することを目的とするものであり、全体としての申請書を対象とするものではない。
(1) 「別紙３ 事業健全性に関する事項」に記載されている売上高、営業損益及び当期純損益


なお、上記の記載内容は、一般送配電事業者による再生可能エネルギー電気卸供給約款以外の供給条件についての経済産業大臣への承認申請に基づき、小売電気事業者が申請を行うために、申請書様式上の記載に基づいて会社によって作成され、申請書に記載されたものである。
実施した手続の範囲及び内容
私は、申請書に記載されている別紙３の売上高、営業損益及び当期純損益を評価することに限定して実施結果が利用されることを想定し、以下の手続を実施した。

（別紙３　売上高、営業損益及び当期純損益）
2会計年度以上の決算が存在する場合
1. 別紙３に記載された平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日、平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日、平成○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日の３事業年度に関する売上高、営業損益及び当期純損益を、会社の取締役会で承認済みの計算書類に記載された売上高、営業損益及び当期純損益と突合した。（注
）
2. 別紙３に記載された平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日、平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日、平成○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日の３事業年度に関する当期純損益を、法人税申告書別表第四「所得の金額の計算に関する明細書」に記載される当期利益又は当期欠損の額と突合した。
決算が2会計年度未満しかない場合
1. 別紙３に記載された令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日の○○ヶ月の各月の月次売上高について、合計残高試算表に記載される売上高と突合した。また、月次営業損益について、合計残高試算表に記載される売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した額と突合した。さらに、月次純損益について、合計残高試算表に記載される全ての収入の額から全ての費用の額を控除した額と突合した。

手続の実施結果

（別紙３　売上高、営業損益及び当期純損益関連）
2会計年度以上の決算が存在する場合
1. 上記の手続1．について、別紙３の売上高、営業損益及び当期純損益の金額は、取締役会にて承認済みの計算書類に記載された売上高、営業損益及び当期純損益の金額と合致した。
2. 上記の手続2．について、別紙３の当期純損益の金額は、法人税申告書別表第四「所得の金額の計算に関する明細書」に記載される当期利益又は当期欠損の額と合致した。
決算が2会計年度未満しかない場合
1. 上記の手続1．について、別紙３に記載された令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日の○○ヶ月の月次売上高の金額は、各月の合計残高試算表における売上高と合致した。また、月次営業損益の金額については、各月の合計残高試算表に記載される売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した額と合致した。さらに、月次純損益について、各月の合計残高試算表に記載される全ての収入の額から全ての費用の額を控除した額と合致した。

業務の特質
上記の手続は、一般送配電事業者による再生可能エネルギー電気卸供給約款以外の供給条件についての経済産業大臣への承認申請に基づき、小売電気事業者が申請書に記載した次の記載内容のみを対象として確認することを目的として実施したものであり、全体としての申請書並びに申請書別紙３の売上高、営業損益及び当期純損益に対する監査意見又はレビューの結論の報告を目的とした一般に公正妥当と認められる監査の基準又はレビューの基準に準拠するものではない。
したがって、私は、これらの売上高、営業損益及び当期純損益について、いかなる結論の報告も、また保証を提供することもしない。また、実施した手続が十分であるかどうかについての結論の報告もしていない　（注
）。
配付又は利用の制限
本報告書は、一般送配電事業者による再生可能エネルギー電気卸供給約款以外の供給条件についての経済産業大臣への承認申請に基づく小売電気事業者の申請に関連して作成されたものであり、当該申請以外の目的で利用又は配付されることを想定していない。
（以　上）　
（※）文中の　　　は、申請者の実情等に応じて適宜改変すべきもの。





申請者宛ての報告であることに注意。





確認作業を行った公認会計士・税理士の氏名を記載。





手続の実施対象に応じ、適宜修正。（以下同様）





手続の実施対象・結果に応じ、適宜修正。








（注�）公認会計士又は監査法人（公認会計士等）は、日本公認会計士協会専門業務実務指針4400「合意された手続業務に関する実務指針」に準拠して本業務を実施することができる。この場合、「その他の実施結果の利用者」に関しては、同実務指針A9項及びA10項を参照する。また、表題を「合意された手続実施結果報告書」とする他、本文例の実施者の肩書、見出し、業務依頼者及び業務実施者の責任、職業倫理及び品質管理等について、同実務指針の文例を参照して、適宜改変することができる。


（注�）または、「代表取締役　　ｘｘｘｘｘ　殿」とする。


（注�）申請書別紙３における申請事項に基づき、手続の対象となった事業年度を記載する。月次決算数値も対象となる場合は、適宜加筆・修正する。


（注�）株式会社以外の事業者で取締役会の承認によらない場合には、法令や組織内規程等に基づく承認手続が行われた財務諸表等との突合手続を適宜実施する。さらに、財務諸表等の承認手続が定められていない場合には、所得税等の申告の基礎となっている合計残高試算表等の会計記録との突合を適宜実施する。


（注�） 公認会計士等が業務を行う場合には、〔日本公認会計士協会専門業務実務指針4400〕を参考として、例えば、次のような表現を「業務の特質」に追加することができる。


「当監査法人が一般に公正妥当と認められる監査の基準若しくはレビューの基準に準拠してこれらの売上高、営業損益及び当期純損益の監査若しくはレビューを実施した場合、手続を追加して実施した場合又は手続の範囲を更に拡大した場合、報告すべき事項が新たに発見される可能性がある」
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